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（趣旨） 

第１ 国産乳製品等の市場の維持・拡大に必要な飼料コスト低減と輸出に向けた高品質な

国産牛乳乳製品等の生産のためには、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」（令和２年

12 月８日ＴＰＰ等総合対策本部決定）に即し、自給飼料の一層の生産拡大と高品質化

を進め、畜産・酪農経営の生産基盤を強化することが必要となっている。 

このため、難防除雑草の駆除技術の実証等及び高品質な完全混合飼料（以下「ＴＭ

Ｒ」という。）の安定供給を緊急に推進し、良質粗飼料の増産・供給、飼料自給率の向

上等を図る。 

 

（通則） 

第２ 草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金（以下「補助金」という。）の交付につ

いては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号。

以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施行令」という。）、農林畜水産業関係

補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18 号。以下「交付規則」という。）の定め

によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第３ 補助金は、畜産・酪農経営の生産基盤の強化に資するため、難防除雑草の駆除技術

の実証等とＴＭＲの安定供給を緊急に推進し、良質粗飼料の増産・供給、飼料自給率

の向上等を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第４ 本事業における用語については、次のとおりとする。 

⑴「農業者団体」とは、次のいずれかの団体をいう。 

① 農業協同組合 

② 農業協同組合連合会 

③ 公社（地方公共団体が出資しているものに限る。以下同じ。） 

④ 農事組合法人（農業協同組合法（昭和 22年法律第 132号）第 72 条の 10 第１項

に規定する農事組合法人をいう。以下同じ。） 

⑤ 農事組合法人以外の農地所有適格法人（農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第２

条第３項に規定する法人をいう。以下同じ。） 

⑥ 特定農業団体（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 23 条第４

項に規定する特定農業団体をいう。） 

⑦ 農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての



定めがある団体をいう。） 

⑧ 事業実施主体が特に必要と認める団体であって、農林水産省畜産局長（以下「畜

産局長」という。）が別に定める要件を満たすもの 

⑵「ＴＭＲセンター」とは、ＴＭＲの生産・供給を行う次のいずれかの団体をいう。 

① 農業協同組合 

② 農業協同組合連合会 

③ 農事組合法人 

④ 農事組合法人以外の農地所有適格法人 

⑤ 農業協同組合又は農業協同組合連合会が株主となっている株式会社であって、

農業協同組合、農業協同組合連合会、地方公共団体又は独立行政法人農畜産業振

興機構がその発行済株式のうち議決権のある株式の総数の過半数を保有している

もの 

⑥ 農業を営む個人が株主又は社員となっている株式会社又は会社法（平成 17 年

法律第 86 号）第 575 条第１項に規定する持分会社（以下「持分会社」という。）

であって、次の全ての要件を満たすもの 

ア 農業を主たる事業として営んでいること。 

イ 株式会社にあっては、株主の総数が 50 人以下であり公開会社（会社法第２条

第５号に規定する公開会社をいう。）でないこと、かつ、農業を営む個人及び法

人がその総株主の議決権の過半数を有していること。 

ウ 持分会社にあっては、農業を営む個人が業務を執行する社員の数の過半を占

めること。 

⑦ 事業実施主体が特に必要と認める団体 

⑶「事業参加者」とは、第５第１号の①の取組については①、第５第１号の②の取組

については②の者をいう。 

① 農業者団体又は当該団体を構成する個々の肉用牛若しくは酪農経営を行う農業

者等 

② ＴＭＲセンターの構成員である個々の農業者等 

⑷「高位生産草地」とは、高品質かつ高収量な生産性の高い草地をいう。 

⑸「難防除雑草」とは、有毒であること、家畜の嗜好性が極端に低いことその他の理

由により飼料作物の収量又は品質に悪影響を及ぼし、かつ、耕起や除草剤散布とい

った単一の手法での防除が困難な植物であって、畜産局長が別に定めるものをいう。 

⑹「飼料生産基盤強化計画」とは、草地難防除雑草駆除対策を行う地区の概要や事業

実施内容について農業者団体又はＴＭＲセンター（以下「農業者団体等」という。）

が策定する計画をいう。 

⑺「難防除雑草駆除計画」とは、難防除雑草駆除対策を実施するに当たり、難防除雑

草の繁茂状況やその駆除、ＴＭＲセンターにおける難防除雑草の侵入・拡大防止等

のための具体的な対策について農業者団体等が策定する計画をいう。 

⑻「ＴＭＲ原料品質改善計画」とは、高品質なＴＭＲの安定供給に向けて、バンカー

サイロの補改修やＴＭＲ原料となるサイレージの品質向上等の取組内容についてＴ

ＭＲセンターが策定する計画をいう（以下「品質改善計画」という。）。 



 

（事業の内容） 

第５ 本事業において実施する事業の内容は、次の各号に掲げるとおりとし、事業実施主

体は、別表に定めるとおりとする。 

⑴草地難防除雑草駆除技術実証事業 

① 難防除雑草駆除技術の実証 

ア 難防除雑草駆除計画の策定及び対策の活用・普及 

農業者団体が行う難防除雑草駆除計画の策定及び難防除雑草駆除対策の活用・

普及に対する助成 

イ 調査分析 

農業者団体がウの取組を実施するために行う土壌分析、飼料分析、堆肥分析及

び地域の概況調査の取組に対する助成 

ウ 高位生産草地への転換 

農業者団体が難防除雑草駆除計画及び調査分析に基づき行う高位生産草地への

転換の取組に対する助成 

エ 事業推進 

農業者団体が行うアからウまでの取組の円滑な推進に必要な取組 

② ＴＭＲ生産のための難防除雑草駆除 

ア 難防除雑草駆除計画の策定及び対策の活用・検証 

農業者団体等が行う難防除雑草駆除計画の策定及び難防除雑草駆除対策の活

用・検証に対する助成 

イ 調査分析 

農業者団体等がウの取組を実施するために行う土壌分析、飼料分析、堆肥分析

及び地域の概況調査の取組に対する助成 

ウ 高位生産草地への転換 

農業者団体等が難防除雑草駆除計画及び調査分析に基づき行う高位生産草地へ

の転換の取組に対する助成 

エ 事業推進 

農業者団体等が行うアからウまでの取組の円滑な推進に必要な取組 

⑵高品質ＴＭＲ供給支援対策事業 

① 調査分析 

ＴＭＲセンターが高品質なＴＭＲ原料となるサイレージを生産するために行う調

査、飼料分析等の取組に対する助成 

② ＴＭＲ原料となるサイレージの品質改善対策 

ＴＭＲセンターが品質改善計画に基づき行う以下の取組に対する助成 

ア バンカーサイロの補改修 

イ ＴＭＲ原料となるサイレージの品質向上のための技術実証 

③ 事業推進 

事業実施主体が行う②のイの実証技術の普及の取組並びにＴＭＲセンターが行う

①及び②の取組の円滑な推進に必要な取組に対する助成 



 

（交付の対象及び補助率） 

第６ 農林水産大臣（以下「大臣」という。）は、別表に掲げる事業実施主体（以下「補

助事業者」という。）が行う以下の各号に掲げる事業（以下「補助事業」という。）

を実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める経費（以

下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

国産農産物生産・供給体制強化対策事業費補助金 

⑴草地難防除雑草駆除技術実証事業 

⑵高品質ＴＭＲ供給支援対策事業 

２ 補助対象経費の区分及びこれに対する補助率は、別表に定めるところによる。 

 

（事業実施期間） 

第７ 本事業の実施期間は、補助金の交付決定の日から令和４年３月 31 日までとする。 

 

（事業実施手続） 

第８ 第５の⑴の事業については、次のとおりとする。 

⑴農業者団体等は、畜産局長が別に定めるところにより飼料生産基盤強化計画を作成

し、補助事業者に提出して、その承認を受けるものとする。 

⑵補助事業者は、⑴により提出された飼料生産基盤強化計画を踏まえ、畜産局長が別

に定めるところにより事業実施計画を作成し、畜産局長に提出して、その承認を受

けるものとする。なお、事業実施計画の提出期限は、第 11 に定める日までとする。 

⑶飼料生産基盤強化計画及び事業実施計画に関して畜産局長が別に定める重要な変更

を行う場合の手続は、⑴及び⑵に準じて行うものとする。 

２ 第５の⑵の事業については、次のとおりとする。 

⑴ＴＭＲセンターは、畜産局長が別に定めるところにより品質改善計画を作成し、補

助事業者に提出して、その承認を受けるものとする。 

⑵補助事業者は、⑴により提出された品質改善計画を踏まえ、畜産局長が別に定める

ところにより事業実施計画を作成し、畜産局長に提出して、その承認を受けるもの

とする。なお、事業実施計画の提出期限は、第 11 に定める日までとする。 

⑶品質改善計画及び事業実施計画に関して畜産局長が別に定める重要な変更を行う場

合の手続は、⑴及び⑵に準じて行うものとする。 

 

（事業の評価） 

第９ 補助事業者は、第５に定めるそれぞれの事業ごとに畜産局長が別に定めるところに

より、事業実施計画における目標年度及び成果目標の設定、当該成果目標の達成状況

の評価等、適切な事業評価を行うものとする。 

２ 補助事業者は、本事業の実施にあたっては、一般競争入札の実施又は複数の業者か

ら見積もりを提出させること等により、徹底した事業費の低減が図られるよう努める

ものとする。 

 



（申請手続） 

第 10 交付規則第２条の大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第１号によ

る交付申請書のとおりとし、補助金の交付を受けようとする者は、交付申請書を大臣

に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補

助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相

当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規

定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。

以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しな

ければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明

らかでない場合は、この限りでない。 

 

（交付申請書の提出期限） 

第 11 交付規則第２条の大臣が別に定める交付申請書の提出期限は、大臣が別に通知する

日までとする。 

 

（交付決定の通知） 

第 12 大臣は、第 10 第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、審査の上、

補助金を交付すべきものと認めたときは速やかに交付決定を行い、補助事業者に対し

その旨を通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 13 補助事業者は、第 10 第１項の規定による交付申請を取り下げようとするときは、

第 12の規定による交付決定の通知を受けた日から起算して 15日以内にその旨を記載

した取下書を大臣に提出しなければならない。 

 

（契約等） 

第 14 補助事業者は、補助事業の一部を第三者に委託する場合は、この要綱の各条項を内

容とする実施に関する契約を締結し、大臣に遅滞なく届け出なければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付す

ることが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることが

できる。 

３ 補助事業者は、前項の契約をしようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積り

合せ（以下「入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記様式第２号によ

る契約に係る指名停止等に関する申立書の提出を求めることとし、当該申立書の提出

のない者については、入札等に参加させてはならない。 

 

（計画変更、中止又は廃止の承認） 



第 15 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ別記様式第３号

による変更等承認申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

⑴補助対象経費の区分ごとの配分された額を変更しようとするとき。ただし、第 16 に

定める軽微な変更を除き、補助金額の増額を伴う変更を含む。 

⑵補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、第 16 に定める軽微な変更を除

く。 

⑶補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 大臣は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又

は条件を付すことができる。 

 

（軽微な変更） 

第 16 交付規則第３条第１号イ及びロの大臣が別に定める軽微な変更は、別表の重要な変

更の欄に掲げる変更以外のものとする。 

 

（事業遅延の届出） 

第 17 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場

合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに別記様式第４号に

よる遅延届出書を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業遂行の状況報告） 

第 18 補助事業者は、補助金の交付決定に係る年度の 12 月末日現在において、別記様式

第５号により事業遂行状況報告書を作成し、当該年度の１月 31 日までに大臣に提出

しなければならない。ただし、別記様式第６号の概算払請求書を提出した場合は、こ

れをもって事業遂行状況報告書に代えることができるものとする。 

２ 前項による報告のほか、大臣は、事業の円滑な執行を図るため必要があると認める

ときは、補助事業者に対して当該補助事業の遂行状況について報告を求めることがで

きる。 

 

（概算払） 

第 19 補助事業者は、補助金の全部又は一部について概算払を受けようとする場合には、

別記様式第６号の概算払請求書を大臣及び大臣官房予算課経理調査官宛てに提出し

なければならない。 

なお、概算払は、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 58 条ただし書

に基づく財務大臣との協議が調った日以降に、協議が調った範囲で行うものとする。 

２ 補助事業者は、概算払により間接補助事業に係る補助金の交付を受けた場合におい

ては、当該概算払を受けた補助金の額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければな

らない。 

 

（実績報告） 

第 20 交付規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号のとおりとし、



補助事業者は、補助事業が完了したとき（第 15 第１項による廃止の承認があったと

きを含む。）は、その日から１箇月を経過した日又は翌年度の４月 10 日のいずれか

早い日までに、実績報告書を大臣に提出しなければならない。 

２ 第 10 第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報

告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場

合は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第 10 第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績

報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る

消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合

にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第８号の消費税仕

入控除税額報告書により速やかに大臣に報告するとともに、大臣による返還命令を受

けてこれを返還しなければならない。 

また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合

であっても、その状況等について、補助金の額の確定のあった日の翌年６月 30日まで

に、同様式により大臣に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 21 大臣は、第 20 第１項の規定による報告を受けた場合には、実績報告書等の書類の

審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 大臣は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるも

のとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、期限内に納

付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95

パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（交付決定の取消等） 

第 22 大臣は、第 15 第１項第３号の規定による補助事業の中止又は廃止の申請があった

場合及び次に掲げる場合には、第 12 の規定による交付決定の全部若しくは一部を取

り消し、又は変更することができる。 

⑴補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく大臣の処分若しくは

指示に違反した場合 

⑵補助事業者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

⑶補助事業者が、補助事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適当な行為を

した場合 

⑷間接補助事業者が、間接補助事業の実施に関し法令に違反した場合 

⑸間接補助事業者が、間接補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

⑹交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要



がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分

に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の

返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、第１項第１号から第３号までの規定による取消しをした場合において、前

項の返還を命ずるときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間

に応じて、年利 10.95 パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるもの

とする。 

４ 第２項の規定による補助金の返還及び前項の加算金の納付については、第 21 第３

項の規定を準用する。 

 

（財産の管理等） 

第 23 補助事業者は、補助対象経費（補助事業を他の団体に実施させた場合における対応

経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）

については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補

助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、そ

の収入の全部又は一部を国に納付させることがある。 

 

（財産の処分の制限） 

第 24 取得財産等のうち適正化法施行令第 13 条第４号の大臣が定める機械及び重要な器

具は、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上の機械及び器具とす

る。 

２ 適正化法第 22 条に定める財産の処分を制限する期間は、交付規則第５条により規

定する期間（以下「処分制限期間」という。）とする。 

３ 補助事業者は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等を処分しよ

うとするときは、あらかじめ大臣の承認を受けなければならない。 

４ 前項の承認については、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は処分により得

られた収入の全部又は一部を国に納付することを条件とすることがある。 

 

（事業実施状況の報告） 

第 25 補助事業者は、第５の各号に掲げるそれぞれの事業ごとに畜産局長が別に定めると

ころにより、本事業の実施状況を畜産局長に報告するものとする。 

 

（事業評価の報告） 

第 26 補助事業者は、第５の各号に掲げるそれぞれの事業ごとに畜産局長が別に定めると

ころにより本事業の事業評価を取りまとめ、畜産局長に報告するものとする。 

 

（補助金の経理） 

第 27 補助事業者は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して補助事業の収



入及び支出を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠物

を整備して前項の帳簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算し

て５年間整備保管しなければならない。 

３ 補助事業者は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、前２項に規

定する帳簿等に加え、別記様式第９号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しな

ければならない。 

４ 前３項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調書

のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によるこ

とができる。 

 

（間接補助金交付の際付すべき条件等） 

第 28 補助事業者は、間接補助事業者に補助金を交付するときは、第 10 から第 24 まで及

び第 27 の規定に準ずる条件並びに次の各号に掲げる条件を付さなければならない。 

⑴適正化法、適正化法施行令、交付規則及び本要綱に従うべきこと。 

⑵間接補助事業により取得し又は効用の増加した財産のうち草地等について５年間、

１件当たりの取得価格 50 万円以上のものについて、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」という。）に定められて

いる耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令に期間の定めがない財産について

は期間の定めなく。）においては、補助事業者の承認を受けないで、補助金交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこ

と。 

ただし、間接補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の

全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、そ

の内容（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必

要な事項）が補助金交付申請書に記載してある場合は、次の条件により補助事業者

による間接補助金の交付の決定をもって補助事業者の承認を受けたものとするこ

と。 

ア 担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に補助

率を乗じた金額を納付すること。 

イ 本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと。 

⑶前号による補助事業者の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は

処分により得られた収入の全部又は一部を補助事業者に納付させることがあるこ

と。 

２ 補助事業者は、間接補助事業者が間接補助事業により取得し、又は効用の増加した

財産について、その実態を充分把握するように努め、当該財産が適正に管理運営され

るよう指導しなければならない。 

３ 補助事業者は、第１項第２号により承認をしようとする場合は、あらかじめ大臣の

承認を受けてから承認を与えなければならない。ただし、第１項第２号ただし書の場

合にあっては、第 12 による交付決定の通知をもって当該ただし書に定める条件を付



すことを条件に大臣の承認を受けたものとする。 

４ 補助事業者は、第１項第３号により間接補助事業者から納付を受けた額の国庫補助

金相当額を国に納付しなければならない。 

５ 第１項及び前項の規定にかかわらず、前項の規定その他の国庫納付に関する規定に

基づき、取得財産等の取得価格の国庫補助金相当額の全部を国に納付したと認められ

る場合は、第１項及び前項の規定は当該取得財産等については適用しない。 

６ 補助事業者は、間接補助事業に関して、間接補助事業者から補助金の返還又は返納

を受けた場合は、当該補助金の国庫補助金相当額を国に返還しなければならない。 

 

（他の施策等との関連） 

第 29 本事業の実施に当たっては、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

⑴環境と調和のとれた農業生産活動 

補助事業者は、「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平成 17 年３

月 31 日付け 16 生産第 8377 号農林水産省生産局長通知）に基づき、原則として、事

業実施状況報告書の報告期間中に１回以上、本事業の事業参加者から、点検シート

の提出を受けること等により、環境と調和のとれた農業生産活動が行われるよう努

めるものとする。ただし、本事業の事業参加者が、ＧＡＰ取得チャレンジシステムと

同等以上の水準の取組を実践する場合は、この限りでない。 

⑵家畜共済等への加入促進 

本事業における事業参加者は、持続的な事業効果の発現及び経営の安定を図る観

点から、農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）に基づく家畜共済等への積極的な加

入に努めるものとする。 

⑶労働安全の確保 

農業者団体等は、作業従事者及び本事業の事業参加者となる農業者等に対し、労

働安全に関する講習会等に参加させるよう努めるものとする。 

⑷重複助成の禁止 

補助事業者は同一年度に本事業の助成対象経費について、国（独立行政法人等を

含む。）が助成する他の事業による助成を受けることができないものとする。 

 

（委任） 

第 30 本事業の実施については、この要綱に定めるもののほか、畜産局長が別に定めると

ころによるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年１月６日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い、交付要綱（草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付

要綱（令和３年１月 28 日付け２生畜第 1793 号農林水産事務次官依命通知））及び実

施要綱（草地難防除雑草駆除技術等実証事業実施要綱（令和３年１月 28 日付け２生畜

第 1794 号農林水産事務次官依命通知））は廃止する。 

３ ２による廃止前の草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付要綱及び草地難



防除雑草駆除技術等実証事業実施要綱に基づく事業については、なお従前の例による。 

 



 別 表 （第５、第６、第 16 関係） 
 

 

区 分 

 

事業実施 

主体 

 

経 費 

 

 

補 助 率 

 

重要な変更 

経費の配分 

の変更 

事業の内容 

の変更 

 

国産農

産物生

産・供

給体制

強化対

策事業

費補助

金 

 

畜産局長

が別に定め

る公募要領

により、一

般社団法

人、一般財

団法人、公

益社団法

人、公益財

団法人又は

農業協同組

合連合会か

ら選定され

た団体 

 

⑴ 草地難防除雑草駆除技術実証

事業 

 

① 難防除雑草駆除技術の実証 
 

ア 難防除雑草駆除計画の策

定及び対策の活用・普及に

要する経費 

 

イ 調査分析に要する経費 

 

ウ 高位生産草地への転換に

要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 事業推進に要する経費 

 

 

② ＴＭＲ生産のため難防除雑

草駆除 

 

ア 難防除雑草駆除計画の策

定及び対策の活用・検証に

要する経費 

 

イ 調査分析に要する経費 

 

ウ 高位生産草地への転換に

要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

 

１／２以内 

 

１／２以内

（ただし、

10a当たりの

補助額の上

限は1.7万円

とする。な

お、施工が

完了する前

において、

自然災害に

よる土壌流

出その他の

やむを得な

い理由によ

り再施工が

必要と畜産

局長が認め

る場合は、

この限りで

ない。） 

 

定額 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

 

１／２以内 
 

１／２以内

（ただし、

10a当たりの

補助額の上

限は1.7万円

とする。な

 

１ 補助率

が異なる

経費ごと

の相互間

における

経費の増

減 

 

１ 事業の

中止又は

廃止 

 

２ 補助事

業者の組

織の改編

に伴う名

称等の変

更 

 

３ 総事業

費の30％

を超える

増及び国

庫補助金

の増 

 

４ 総事業

費及び国

庫補助金

の30％を

超える減 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 事業推進に要する経費 
 

お、施工が

完了する前

において、

自然災害に

よる土壌流

出その他の

やむを得な

い理由によ

り再施工が

必要と畜産

局長が認め

る場合は、

この限りで

ない。） 

 

定額 

 

 

畜産局長

が別に定め

る公募要領

により、一

般社団法

人、一般財

団法人、公

益社団法

人、公益財

団法人又は

農業協同組

合連合会か

ら選定され

た団体 

 

⑵ 高品質ＴＭＲ供給支援対策事

業 

 

① 調査分析に要する経費 

 

 

② ＴＭＲ原料となるサイレー

ジの品質改善対策に要する経

費 

 

ア バンカーサイロ補改修に

要する経費 

イ ＴＭＲ原料となるサイレ

ージの品質向上技術実証に

要する経費 

 

③ 事業推進に要する経費 

 

 
 
 
 
１／２以内 

 

 

１／２以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

 
 



別記様式第１号（第 10 関係） 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付申請書 

〔○○○事業〕 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 

 

                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 

 

 令和○○年度において、下記のとおり草地難防除雑草駆除技術等実証事業を実施したいの

で、草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 10 の規定に基づき、国産農産物

生産・供給体制強化対策事業費補助金○○○円の交付を申請する。 

 

 

記 

 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画（又は実績） 

 

３ 経費の配分及び負担区分 

 

区   分 

 補助事業に要

する経費 

（又は補助事業

に要した経費） 

（Ａ）＋（Ｂ） 

負 担 区 分  

備 考 国庫補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合    計     
（注１）区分欄には、別表の区分欄及び経費の欄に掲げる経費ごとに記載すること。 

（注２）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場

合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。 

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 地方公共団体の一般会計 

□ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格の

ない社団・財団であって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確

実に見込まれるもの 

 

４ 事業完了予定年月日（又は完了年月日）  年  月  日 

 



５ 事業着手      年  月  日 

        文書番号 

 

（交付決定前に着手した場合について、着手年月日及び着手届の文書番号を記載すること。） 

 

６ 添付書類 

（１） 定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 

（２） 委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 

（３） 実績報告書の場合は、支出証憑書類（支払経費ごとの内訳を記載した一覧表（別紙）及

び領収書、土壌診断書・施肥設計書の写し等の証拠書類 

（４） 間接補助金交付に係る交付規程 

※そのほか、農林水産省の求めに応じ、根拠資料を添付すること。ただし、添付資料のうち（１）

について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL を

記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

  



（別紙） 

 

  支出証憑書類一覧表 

 

費 目 

 

内 容 数量 単価 金額 債権者名 納品 

月日 

請求 

月日 

支払 

月日 

         

         

         
（注１）各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載し、又は帳簿の写しを添付すること。 
（注２）書類提出の時点で未払の場合には、予定月を記入すること。 

  



別記様式第２号（第 14、第 28 関係） 

 
契約に係る指名停止等に関する申立書 

 
年 月 日 

 

 
〔補助事業者〕 殿 

 

 
                       所  在  地 
                       商号又は名称 
                       代表者氏名 

 

 
当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加又は申込みに当たって、当該契約の履行地域について、

現在、農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申し立てま

す。 
 また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申

し立てません。 

 

 
（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。 
（注２）この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支

分部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。 
ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合

事務局を含む。 
（注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者であって、その

命令の同一事案において他者が農林水産省の機関から履行地域における指名停止措置を

受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。 
なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を

経過した場合は、この限りでない。 

  



別記様式第３号（第 15 関係） 

 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金 
変更（中止又は廃止）承認申請書 

（○○○○事業） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 

                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 

 

 ○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記の

とおり○○（注１）したいので、草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 15 の

規定に基づき申請する。 

 

 

記（注２） 

 

 

（記載要領） 

（注１）○○については、変更の場合は「変更」、中止の場合は「中止」、廃止の場合は「廃止」

とする。 

（注２）記の記載様式は、別記様式第１号に準ずるものとする。この場合において、同様式中「事

業の目的」を「変更の理由」（中止の場合は「中止の理由」、廃止の場合は「廃止の理由」）

と置き換え、補助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後（中止

の場合は中止後、廃止の場合は廃止後）の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照で

きるように変更部分を二段書きとし、変更前（中止又は廃止前）を括弧書で上段に記載する

こと。 

なお、添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り

添付すること。（申請時以降変更のない場合は省略できる。） 
ただし、添付資料のうち定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算）について、申請

者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL を記載することに

より当該資料の添付を省略することができる。 

  



別記様式第４号（第 17 関係） 

 
○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金 

遅延届出書（○○事業） 
 
 

番   号 
年 月 日 

 
 
 農林水産大臣 殿 

 
 
                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 
○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記の

理由により（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため、草地難防除雑草駆除技術

等実証事業補助金交付等要綱第 17の規定に基づき届け出ます。 
 

記 
 
 １ 補助事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由 
 
 ２ 補助事業の遂行状況 

 
 
 
区  分 

 
 
 
総事業費 

事 業 の 遂 行 状 況  
 
 

備 考 

○年○月○日までに 
完了したもの 

○年○月○日以降に 
実施するもの 

 
事業費 

 
出来高比率 

 
事業費 

 
事業完了 
予定年月

日 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 

％ 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
（注１）括弧内は、該当するものを記載すること。 
（注２）補助事業の遂行状況は、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載するこ

ととし、「○年○月○日以降に実施するもの」欄は、完了時期を延期して事業を継続したい

場合のみ記載すること。 
（注３）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複す

る部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他

資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
 
  



別記様式第５号（第 18 関係） 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金事業遂行状況報告書 

（○○○○事業） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 

                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 

 

 

 ○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定の通知のあった事業について、草地

難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 18 の規定に基づき、その遂行状況を下記の

とおり報告する。 

 

 

記 

 

 

 

 

区 分 

 

 

 

総事業費 

 

事業の遂行状況 

 

 

 

備 考 
 

○年○月○日までに 

完了したもの 

 

○年○月○日以降に 

実施するもの 

 

事業費 

 

出来高比率 

 

事業費 

 

事業完了 
年月日 

 

 

 

 

 

 

円 

 

円 

 

％ 

 

円 

 

 

 

 

（注）１ 「区分」の欄には、別記様式第１号の記の「３ 経費の配分及び負担区分」に記載さ

れた事項について記載すること。 

２ 「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。 
３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重

複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の

名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することと

する。 

 

 

  



別記様式第６号（第 19 関係） 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金概算払請求書 

〔○○○○事業〕 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 官署支出官 大臣官房予算課経理調査官 殿 

 

 

住    所 

補助事業者名称 

代表者氏名 

 

 ○年○月○日付け○第○号で補助金の交付決定の通知のあった事業について、草地難防除雑草

駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 19 の規定に基づき、概算払の請求をしたいので、下記

により金○○○○円を概算払によって交付されたく請求します。 

 また、併せて、○年○月○日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

 
 
区分 

 
総事業費 

 
国庫 
補助金 

(A) 

既受領額 
(B) 

遂行状況

報告 
今回請求額 

(C) 
残額 

(A)-((B)+(C)) 
 
 

備考   
金額 

 
出来高 

○年○月

末までの

出来高 

 
金額 

○ 月 ○

日 ま で

の 予 定

出来高 

 
金額 

○ 月 ○

日 ま で

の 予 定

出来高 
 円 円 円 ％ ％ 円 ％ 円 ％  

 
 

（注） 
１ 「区分」の欄には、別記様式第１号の記の「３ 経費の配分及び負担区分」に記載さ

れた事項について記載すること。 
２ 下線部は、第 18 第１項ただし書による場合のみ記載することとし、記載しない場合

は表中の遂行状況報告欄は空欄とすること。 
３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複

する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称

その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
  



別記様式第７号（第 20 の第１項関係） 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金実績報告書 

（○○○○事業） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 

                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 

 

 ○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決

定通知の内容に従い実施したので、草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 20

第１項の規定により、その実績を報告する。 

 また、併せて精算額として国産農産物生産・供給体制強化対策事業費補助金○○○円の交付を

請求する。 

 

 

記 

 

（記載要領） 

 １ 記の記載様式は、別記様式第１号に準ずるものとする。 

なお、軽微な変更があった場合は、容易に比較対照できるよう変更部分を二段書とし、変

更前を括弧書で上段に記載すること。 

 ２ 添付書類については、支払証憑書類（支払経費ごとの内訳を記載した資料）及び領収書、

土壌診断書・施肥設計書の写し等の証拠書類を添付し、経費以外のものは、補助金交付申請

書又は変更等承認申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付すること。（経

費以外のものについては、申請時以降変更のない場合は省略できる。） 

 ３ 間接補助事業者に対し間接補助金を交付している場合は、「なお、事業の実績内容等は、

交付申請の内容と同様であり、令和○○年○○月○○日に交付を完了した。」旨加筆し、事

業計画書の添付は省略すること。 

 

  



別記様式第８号（第 20 の第３項関係） 

 

 

○○年度草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金 

（○○○○事業）の消費税仕入控除税額報告書 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産大臣 殿 

 

 

                         住    所 

                         補助事業者名称 

                         代表者氏名 

 

 

 ○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった草地難防除雑草駆除技術等実

証事業補助金について、草地難防除雑草駆除技術等実証事業補助金交付等要綱第 20 第３項の規

定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

 １ 適正化法第 15 条の補助金の額の確定額 

金  円 

（○○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額） 

 

 

 ２ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額 

金  円 

 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 

金  円 

 

 

 ４ 補助金返還相当額（３－２） 

金  円 

 

 （注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付する

こと。 

⑴消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

⑵付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

⑶３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資

料も併せて提出すること。） 

⑷補助事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する

特定収入の割合を確認できる資料 

⑸記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重



複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料

の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載するこ

ととする。 

 

 ５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

   [                                 ] 

 

   （注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期

も記載すること。 

 

 

 ６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

   [                                 ] 

 

 

 （注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

      なお、補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付する

こと。 

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場

合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書そ

の他の、売上高を確認できる資料 

・新たに設立された法人であって、かつ、免税事業者の場合は、設立日、事業年度、

事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、

免税事業者であることを確認できる資料 

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確

定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

・補助事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定す

る特定収入の割合を確認できる資料 

２ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重

複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の

名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することと

する。 

 



別記様式第９号（第 27第３項関係） 

財  産  管  理  台  帳 
 
 補助事業者名称： 
 

事業実施年度 ○○年度 農林水産省所管補助金名   
 
番号 

取得財産 負担区分 処分制限期間 処分の状況  
摘要 名 称 規 格 数量 単価 取得金額 取 得 

年月日 
保管場所 国 庫 

補助金 
○○費 ○○費 耐用 

年数 
処分制

限期間 
承 認 
年月日 

処分の 
内 容 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
円 

 

 
 

 

 
 

 

 
円 

 

 
円 

 

 
円 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
 

 
合計 

 

             

 
 （注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 
    ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 
    ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。 
    ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 


